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令和６年度 地域包括支援センター事業報告 

 

１．介護予防施策 

 （１）具体的な取組 

   ① 前期高齢者(65歳～74歳)の介護予防教室の推進を図る。 

② 医療機関と連携し、対象者を事業目的ごとに分類する。「下肢筋力の改善や維持を

目的とした体操教室」「重度化し介護保険に移行しないためにリハビリを重点に行

う教室」 

③ 対象者把握を円滑に行うため、事業内容を図表化し関係機関と共有する。 

④ 高齢者元気度アップ事業を活用し、個人ポイントによる通いの場への参加促進、

グループポイントによる相互活動の推進、町全域にころばん体操の普及啓発を行

う。 

 

 （２）令和 6年度 目標（事業内容・数値目標）及び実績（達成状況） 

項  目 数 値 目 標 実 績 値（見込） 

フレイル予防対策を目的にし

た運動教室開催 

（ゆうゆう運動教室） 

延 1,050人（60回/年） 延べ 515人（58回） 

下肢筋力の維持改善を目的と

した運動教室開催 

（げんきぼ教室） 

延 600人（60回/年） 延べ 656人（30回） 

重症化予防のための運動教室 

（個別リハビリ教室） 

延 300人（30回/年） 延べ 169人（30回） 

ヨガ運動教室（高齢者） 30回/年 延べ 176人（22回） 
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２．地域ケア会議関連施策 

 （１）具体的な取組 

   ① 介護予防、重度化防止のための地域ケア個別会議の定期的な実施 

② 介護予防、重度化防止のための地域ケア個別会議に係る参加者向け研修会の実施 

③ 介護予防、重度化防止のための地域ケア個別会議実施後のモニタリング 

④ 複数の個別事例から地域課題解決にむけた地域ケア推進会議の実施 

 

 （２）令和 6年度 目標（事業内容・数値目標）及び実績（達成状況） 

項  目 数 値 目 標 実 績 値（見込） 

地域ケア個別会議 月 1回開催（各 2事例） 11回開催 20事例 

会議の参加者を対象とした意

見交換や研修会を実施 

年 1回 年 1回（10月） 

モニタリングの実施 会議で検討した全事例のモ

ニタリングを実施 

会議終了後の評価を実施 

 

３．在宅医療・介護連携推進施策 

 （１）具体的な取組 

   ① 各事業所の取組や課題をもとに研修や発表・報告する機会を設けることで職員の

モチベーションアップへ繋げると共に、サービス内容の充実を図る。 

② 介護に関する相談窓口の整備→すべての町民の保健・福祉等に関する相談は介護

福祉課内で福祉チームと介護・地域包括支援センターの職員が連携して対応する。 

③ 大隅地域入退院支援ルールを活用し、各関係機関と円滑な体制整備。 

 

 （２）令和 6年度 目標（事業内容・数値目標）及び実績（達成状況） 

項  目 数 値 目 標 実 績 値（見込） 

総合相談支援 相談件数：360件 相談件数：403 

指定介護予防支援事業（延べ） 件数：1,000件 件数：679件 

総合事業のケアプラン作成 件数：500件 件数：204件 

居宅介護支援専門員研修会 10回 6回（南大隅町と合同開催） 

福祉・介護事業所ネットワー

ク連絡会 

6回 5回 

延べ 127名参加 

在宅医療・介護連携推進事業

連絡協議会 

1回 0回（令和 7年 5月～6月予

定） 
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４．認知症関連施策 

 （１）具体的な取組 

   ① 認知症予防普及啓発活動として、認知症サポーター養成や認知症パートナー養成

を小学校や、各事業所・地域サロンへも拡大し、多くの住民に認知症に対する理解

を図る。 

② 認知症があっても、やりたいことにチャレンジし、社会や当事者同士でつながっ

ていける場所・仕組みをつくる。（ゆうゆうカフェの開催・認知症フレンドリー事

業所推進） 

③ 認知症があっても、少しでも生活しやすく、使いやすいまちに変えていく。（認知

症フレンドリーコミュニティ推進会議の開催） 

④ 認知症相談者については、初期集中支援チームによる早期介入と看護師による継

続訪問と経過観察。 

⑤ 徘徊高齢者等 SOSネットワークの推進を図る。 

⑥ 福祉・介護事業所ネットワーク構築により相互の連携強化を図る 

 

 

 （２）令和 6年度 目標（事業内容・数値目標）及び実績（達成状況） 

項  目 数 値 目 標 実 績 値（見込） 

認知症カフェの開催 実施回数：48回 

参加者数（延べ）：480名 

実施回数：47回 

参加者数（延べ）：327名 

認知症サポーター養成講座 受講者数：220人 

 

開催数：6回 

受講者数：69名（延 176名） 

認知症パートナー養成講座 受講者数：283人 

 

開催数：16回 

受講者数：203名（延 300名） 

認知症集中支援チーム活動 ※令和 6 年度実績報告については委託先である医師会立

病院から報告（令和 7年 5月～6月報告会開催予定） 

（令和 5年度実績） 

訪問実人数：28人 

専門医を含むチーム員会議：13回  

取扱件数：11件 

検討委員会：2回 

認知症フレンドリーコミュニ

ティ推進会議 

 全体会議：2回 

72名 

認知症フレンドリー「旅する

ミニ図書館」トランクライブ

ラリー（移動図書） 

 トランク：4台 
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図書室「認知症との出会いコ

ーナー」設置 

 本庁・支所図書館 

認知症フレンドリー事業所 25事業所 

（令和 8年目標） 

9事業所 

SOS登録者  11名 
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５．生活支援体制整備関連施策 

 （１）具体的な取組 

   ① ふれあいいきいきサロンなどの住民主体の通いの場の充実を図るため講師の派

遣や高齢者地域支え合いグループポイントの活用など身近な地域でふれあい活動

が出来るように支援する。 

 

 （２）令和 6年度 目標（事業内容・数値目標）及び実績（達成状況） 

項  目 数 値 目 標 実 績 値（見込） 

元気度アップポイント事業 435人 429人 

元気度アップポイント事業

（活動回数） 

13,920人 13,990人 

通いの場（サロン） 44グループ 41グループ 
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令和７年度 地域包括支援センター事業実施方針・計画書 

 

１．介護予防施策 

 （１）現状と課題 

    本町の高齢化率は、48.5％(R7.3）であり町民の約 2人に 1人が高齢者という現状

である。高齢者の特徴として、前期高齢者（20.4％）後期高齢者（28.1％）が農業や

シルバー人材センター等で就労し、運動習慣などは農作業等によるものが多く筋骨

格系の疾病の割合が高い。 

 

【前年度の取組を踏まえた現状と課題】 

 積極的な運動習慣を支援する環境づくりが必要である。教室参加者の固定化、自宅

での継続した運動習慣が困難、身近な地域での受皿が不十分であることも課題であ

る。 

  

 （２）令和 7年度 目標（事業内容・数値目標） 

項  目 数 値 目 標 

フレイル予防対策を目的にした運動教室開催 

（ゆうゆう運動教室） 

延 1,050人（60回/年） 

下肢筋力の維持改善を目的とした運動教室開

催（げんきぼ教室） 

延 600人（60回/年） 

重症化予防のための運動教室 

（個別リハビリ教室） 

延 300人（30回/年） 

ヨガ運動教室（高齢者） 24回/年 
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２．地域ケア会議関連施策 

 （１）現状と課題 

    平成 30年度より介護予防・重度化防止のための地域ケア個別会議を実施している。

第１号被保険者において要支援者及び要介護者のうち、軽度者（要支援 1～要介護 1）

の認定率が 3 割程度を占め、要介護３以上の所謂重度認定者が増加している傾向に

あることから、自立支援に向けた専門職等の多角的な視点での検討やケアマネジメ

ントにおける課題解決力の向上が必要である。 

 

【前年度の取組を踏まえた現状と課題】 

    現在のケアマネジメントの多くが介護サービス提供に依存するものが多く、利用

者や地域への働きかけ等につながっていない。地域ケア個別会議終了後のモニタリ

ング評価や分析から事例課題に対するフィードバックが十分に行えていないことや、

個別会議を通した地域課題の抽出及び解決に向けた取り組みに課題がある。 

 

 （２）令和 7年度 目標（事業内容・数値目標） 

項  目 数 値 目 標 

地域ケア個別会議 隔月 1回開催 

（年 6回 各 2事例） 

会議の参加者を対象とした意見交換や研修会

を実施 

年１回 

モニタリングの実施 会議で検討した全事例のモ

ニタリングを実施 

 

３．在宅医療・介護連携推進施策 

 （１）現状と課題 

本町に入院機関を有する病院は 1 箇所で、その拠点病院である肝属郡医師会立病

院が実施している「在宅医療連携拠点整備事業」を継続し、在宅医療・介護連携がで

きている現状である。また、令和２年度に設立した錦江町介護・福祉事業所ネットワ

ーク連絡会も多職種協働による福祉と医療の連携を推進している。 

 

【前年度の取組を踏まえた現状と課題】 

    高齢過疎地域において、少ない福祉・介護資源、医師の高齢化も喫緊の課題である

が、各現場での課題を行政と事業所が共有し、連携することで解決策を講じていく必

要がある。また、各事業所の取組みや課題をもとに研修を行い、サービス内容の充実

を図りたい。    
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 （２）令和 7年度 目標（事業内容・数値目標） 

項  目 数 値 目 標 

総合相談支援 410件 

指定介護予防支援事業（延べ） 690件 

総合事業のケアプラン作成 245件 

居宅介護支援専門員研修会 年 6回（南大隅町と合同） 

福祉・介護事業所ネットワーク連絡会 年 5回 

在宅医療・介護連携推進事業連絡協議会 年 1回 

 

 

４．認知症関連施策 

 （１）現状と課題 

    高齢化率が 48.5％（R7.3）という状況で、高齢者の約 6.2 人（推計）に 1 人が認

知症であり、町民の１割強が認知症の方と共に生活しているという現状から、認知症

フレンドリーコミュニティ構築促進（正しい知識・つながりの場・環境整備）を強化

する必要がある。 

 

【前年度の取組を踏まえた現状と課題】 

    高齢化が進む中で、認知症当事者の視点に立ち当事者同士がつながり、社会参加で

きるコミュミティの構築促進等、初期集中支援チームと連携し、普及啓発や早期発

見・早期ケアに努めているが、日常生活にさほど支障は無いが、身近な人とのトラブ

ルが発生するなど認知症の症状として特定できない、本人の認知機能がある程度保

たれている状態（ＭＣＩ）での受診につなげるために軽度者をどのように支援してい

くか、家族や近隣者の理解と支援が課題である。 

 

 

 （２）令和 7年度 目標（事業内容・数値目標） 

項  目 数 値 目 標 

認知症カフェの開催 実施回数：48回 

参加者数（延べ）：480名 

認知症サポーター養成講座 受講者数：220人 

 

認知症パートナー養成講座 受講者数：283人 

 

認知症集中支援チーム活動 検討会議：１回 

認知症フレンドリーコミュニティ推進会議 全体会議：２回 



9 

認知症フレンドリー「旅するミニ図書館」トラ

ンクライブラリー（移動図書） 

2 か月に 1 回のペースで町

内を回る。 

図書室「認知症との出会いコーナー」設置 本庁・支所図書館 

認知症フレンドリー事業所 15事業所 

 

５．生活支援体制整備関連施策 

 （１）現状と課題 

   ① 第１層生活支援コーディネーター（１名兼務）を平成 29年度より配置し協議体を

設置した。サロンの支援等に努めている。 

 

【前年度の取組を踏まえた現状と課題】 

    人口減少や地域キーパーソンの高齢化などによる担い手不足の影響で、地区サロ

ンや参加者数が減少し活動の継続が難しくなってきている。 

地域の支援体制の整備及びその担い手を養成すること。 

 

 （２）令和 7年度 目標（事業内容・数値目標） 

項  目 数 値 目 標 

元気度アップポイント事業 450人  

元気度アップポイント事業（活動回数） 14,400人 

通いの場（サロン） 45グループ 

生活支援体制整備協議体 年 1回 

 

 


